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○２－５．経営協議会に関連する情報の公表状況が確認できる資料

２－１．経営協議会の議事録又は議事要旨
（平成21年度における経営協議会の開催回数　５回）

２－２．上記①～⑦の各項目が、いつ開催の経営協議会で、どの審議事項と
して審議されたかが確認できる整理表

２－３．経営協議会の学外委員からの意見を法人運営の改善に活用した、主
な取組事例及び公表状況が確認できる資料

２－４．経営協議会で学外委員からの意見を積極的に取り上げるための体
制・取組例

⑤平成22年度予算

⑥平成20年度決算

⑦組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に
関する事項（自己点検・評価のうち、組織及び運営の状況
に関する事項など）

（添付資料）

①中期目標についての意見に関する事項のうち、国立大学
法人の経営に関するもの

②中期計画に関する事項のうち、国立大学法人の経営に
関するもの

③年度計画に関する事項のうち、国立大学法人の経営に
関するもの

④経営に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項
（学則、会計規程、役員報酬規程、職員の給与及び退職手
当の支給基準など）

○外部有識者の積極的活用を行っているか。（資料２関係）

確認事項

学外委員からの法人運営に関する意見があったか。

　　　　　〃　　　　　　　　　　　について法人内で検討しているか。

　　　　　〃　　　　　　　　　　　で具体的に改善した事柄はあるか。

経営協議会において、法令（国立大学法人法第20条第4
項）で規定されている以下の審議事項が審議されている
か。

１－２．学長等裁量分の額、人数、配分方法（決定体制を含む）、配分対
象

（１）業務運営の改善及び効率化

「資料・データ一覧」

○法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。（資料１関係）

確認事項

学長等の裁量の予算、定員・人件費を設定しているか。

（添付資料）

１－１．学長等裁量予算、定員・人件費の配分方針
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３－１．実際に実施した監事監査の実施スケジュール及び国立大学法人第11
条第4項に基づく監事監査の結果の内容がわかる資料（監事の指摘事項をま
とめた報告書または監査の内容をまとめた議事録等）

内部監査の指摘事項で具体的に改善した事柄、または、改善に向けた
取組はあるか。

（添付資料）

３－２．監事の指摘事項を法人運営の改善に活用した主な取組事例、また
は、改善に向けた主な取組事例

３－３．実際に実施した内部監査の実施スケジュール及び内部監査報告書

３－４．内部監査の指摘事項を法人運営の改善に活用した主な取組事例、ま
たは、改善に向けた主な取組事例

○監査機能の充実が図られているか。（資料３関係）

確認事項
指摘事項
の有無

ある・いる ない・いない

監事からの指摘事項で具体的に改善した事柄、または、改善に向けた
取組はあるか。

○教育研究組織の柔軟かつ機動的な編制・見直し等が行われているか。（資料５関係）

確認事項

教育研究組織の見直しの機会が設けられているか。（～平成21年度）

教育研究組織の見直しの検討が行われているか。（～平成21年度）

（添付資料）

５－１．教育研究組織の見直しの仕組みがわかる資料

５－２．教育研究組織の活性化に向けた検討状況がわかる資料

確認事項

法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組があるか。
（～平成21年度）

全国共同利用の附置研究所及び研究施設を設置する法人において、全
国共同利用に必要な措置を行っているか。（～平成21年度）

○法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われているか。（資料６関係）

４－４．仕事と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくり
に向けた取組状況が確認できる資料

○男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。（資料４関係）

確認事項

男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。

（添付資料）

４－１．男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定等、学内で
の男女共同参画推進に向けた取組状況が確認できる資料

４－２．男女共同参画推進のための組織の設置状況が確認できる資料

４－３．女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況が確認できる資料
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○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。（資料１２－１関係）

（添付資料）

６－１．法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組状況が確認で
きる資料

６－２．全国共同利用のための学内体制整備や資源配分の状況が確認できる
資料

７－２．財務情報の分析状況が確認できる資料

確認事項

（２）財務内容の改善

○財務内容の改善・充実が図られているか。（資料７関係）

確認事項

評価委員会の評価結果（課題として指摘された事項）について検討し反映した
か。

評価委員会の評価結果（課題として指摘された事項）について検討し反映した
か。

１２－２－２．年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏付け
資料

財務情報の分析を行い、その分析結果を大学運営の改善に活用しているか。

○人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等を通じて、人件費削減
に向けた取組が行われているか。（資料８関係）

確認事項

７－４．随意契約に係る情報公開の取組等随意契約の適正化に向けた取組が
確認できる資料

８－１．人件費削減計画及び削減実績

１２－２－１．平成17・18・19・20年度評価結果で課題として指摘された事
項及びそれに対する平成21年度の対処の有無の一覧表

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。（資料１２－２関係）

資金の適切な運用を行い、その運用益を教育研究の充実や学生支援等に結びつ
けているか。

７－３．財務情報の分析結果の活用状況が確認できる資料

７－１．資金運用の取組状況及びその運用益の活用状況が確認できる資料

随意契約に係る情報公開等を通じて契約の適正化を図っているか。

７－５．随意契約見直し計画の実施状況が確認できる資料

（添付資料）

平成21年度における人件費削減にかかる取組が、年度計画を達成しているか。

（添付資料）

１２－１－１．平成17・18・19・20年度評価結果で課題として指摘された事
項及びそれに対する平成21年度の対処の有無の一覧表

１２－１－２．年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏付け
資料

（添付資料）

（添付資料）

確認事項
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（添付資料）

１２－３－１．平成17・18・19・20年度評価結果で課題として指摘された事
項及びそれに対する平成21年度の対処の有無の一覧表

１２－３－２．年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏付け
資料

研究費の不正使用防止のための体制、ルール等が適切に整備・運用さ
れているか。

○施設マネジメント等が適切に行われているか。（資料１０関係）

確認事項

○中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られているか。（資料９関
係）

確認事項

ITの有効活用等により中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価の
作業の効率化が図られているか。

（添付資料）

９－１．ITの有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点
検・評価の作業の効率化に向けた取組状況が確認できる資料

確認事項

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。（資料１２－３関係）

評価委員会の評価結果（課題として指摘された事項）について検討し反映した
か。

（３）自己点検・評価及び情報提供

キャンパスマスタープラン等を策定し一貫性をもって施設の整備が行われてい
るか。

施設・設備の有効活用が行われているか。

（４）その他の業務運営に関する重要事項

災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理の体制・マニュアル
等が適切に整備・運用されているか。

○危機管理への対応策が適切にとられているか。（資料１１関係）

確認事項

１０－４．省エネルギー対策等や地球温暖化対策に関する取組状況（中長期
的な目標やその達成状況、取組状況等）

１０－３．施設の維持管理の取組状況

（添付資料）

１０－１．キャンパスマスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況

１０－２．既存施設・設備の有効活用への取組状況（講義室等の稼働率や共
同利用スペースの確保面積等）

施設の維持管理が計画的に行われているか。

省エネルギー対策や地球温暖化対策に関する計画的な取組が行われているか。
（～平成２１年度）
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確認事項

評価委員会の評価結果（課題として指摘された事項）について検討し反映した
か。

（添付資料）

１２－４－１．平成17・18・19・20年度評価結果で課題として指摘された事
項及びそれに対する平成21年度の対処の有無の一覧表

１２－４－２．年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏付け
資料

○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。（資料１２－４関係）

１１－２．研究費の不正使用防止のための体制、ルール等の整備・運用状況
が確認できる資料

１１－１．災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理の体制・マニュ
アル等の整備・運用状況が確認できる資料

（添付資料）
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【添付資料１-１】学長等裁量予算、定員・人件費の配分方針 

（１）大学戦略経費（学長裁量経費）の配分方針等について 

  ・平成 21 年度 東京農工大学予算（基本方針）〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・ 平成 21 年度 大学戦略経費（学長裁量経費）配分方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 一般会計

基本方針

1.

2.

3.

平成２１年度東京農工大学予算

人件費については、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）におい
て示された総人件費改革の実行計画を踏まえて策定した「平成21年度の全学採用計
画」に従い、人件費削減の取組及び計画的な執行を行う。

本学の中期目標・中期計画の最終事業年度である平成21年度の年度計画の着実
な実施に努めるべく、予算を編成する。

戦略的な教育研究プロジェクト等を実施するため、学長のリーダーシップの下に重
点配分する「大学戦略経費（学長裁量経費）」を設定する。

H21.3.11教育研究評議会
H21.3.17経営協議会
H21.3.17役員会，学長決定

第 20-4 回経営協議会 

第 20-12回教育研究評議会 

第 20-32 回役員会   承認 

H21.3.17 学長決定 

26.東京農工大学
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（２）学長裁量定員・人件費について 

   ・平成 21 年度 全学採用計画  

   学長の諮問機関である『管理運営体制検討 WG』において検討した結果「平成 21 年度の全学採用計

画（案）」が策定され（第 20-2 回上記 WG）、教育研究評議会・経営協議会・役員会にて承認を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）競争的スペース※の確保状況 

→ 本資料編 103 頁：【添付資料 10－２】（２）のとおり。 

（※競争的スペース・・・ プロジェクト研究や外部資金による研究等で利用するスペース）

第 20-2 回経営協議会 

第 20-7 回教育研究評議会 

第 20-19 回役員会 承認

26.東京農工大学
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【添付資料１-２】学長等裁量分の額、人数、配分方法（決定体制を含む）、配分対象 

（１）大学戦略経費（学長裁量経費）の予算額及び配分について 

 ○ 平成 21 年度 予算額について 

・一般会計予算対前年度比較〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 平成 21 年度 配分対象について 

・ 大学戦略経費（学長裁量経費）採択一覧 

      『平成 21 年度 大学戦略経費（学長裁量経費）配分方針』（本資料編１頁：【添付資料１-１】（１）

参照）に基づき、以下のとおり大学戦略経費（学長裁量経費）を配分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配分事項

区　　　　　分 金額（千円） 内　　　　　訳

若手人材育成拠点支援費 57,950
若手教員研究費　＠2,550千円×19人+500千円（２ヶ月分）
若手教員研究費　＠2,000千円×  3人（補充教員分）
補充教員分什器整備費　＠1,000千円×  3人

運営費テニュアトラック制度の実施

運営費テニュアトラック教員スタートアップ支援 9,000
工学府機械システム工学専攻（H21年3月採用者分）
スタートアップ資金　＠3,000千円×  3人

各種公募プログラム採択事業

大学院教育改革支援プログラム
　「科学立国人材育成プログラム」

10,800
大学院ＧＰへの支援（学内負担分）
（D0人件費90,000円×10名×12ヶ月＝10,800千円）

新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム
　「新しい地球人養成プログラム」

1,504 学生支援GPへの支援（学内負担分）

質の高い大学教育推進プログラム
　「学科横断Φ型パッケージ・プログラム教育」

2,500 教育GPへの支援（学内負担分）

女性研究者支援システム改革
　「理系女性のキャリア加速プログラム」

6,000 女性機構教員人件費補填分　＠1,500千円×４人＝6,000千円

計 87,754

平成２１年度大学戦略経費（学長裁量経費）

（第 20-31 回役員会 資料） 

26.東京農工大学
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（２）大学戦略経費（学長裁量経費）の決定体制及び配分方法について 

○ 配分についての決定体制 

   学長による配分案を役員会において審議し、それらを踏まえて、最終的に学長が決定する。 

  ・第 21-30 回 役員会 議事要旨（審議事項）〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

○ 配分方法 

「東京農工大学予算（基本方針）」及び「大学戦略経費（学長裁量経費）配分方針」等に基づき

決定する。 

→ 本資料編１頁：【添付資料１－１】（１）参照。 

 

○ 大学戦略経費（学長裁量経費）採択事業における決定体制・配分方法 

 《事例》ポジティブアクション『１プラス１』 

配分対象については、選定基準に基づき女性未来育成機構教員選考委員会において選定し、教

育研究評議会等の審議を経て、学長が決定する。 

→ 本資料編 46 頁：【添付資料４-３】（１）のとおり。 

・平成 22 年度大学戦略経費（学長裁量経費）第一次配分〔抜粋〕：  

  決定した配分対象専攻に、人件費を平成 22 年度学長裁量経費から措置することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学長主導による資源配分について 

○ 目的積立金の戦略的・効果的な活用 

学長のリーダーシップの下、選択と集中を実施すべく、キャンパスアメニティの改善や教育の

質の向上の為の整備、広報の充実等に目的積立金を計画的に使用している。 

→ 目的積立金の使用計画について、本資料編 15 頁：【添付資料２－３】（１）《事例１》のとおり。 

（第 21-30 回役員会 資料） 

26.東京農工大学
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【添付資料２－１】 経営協議会議事録又は議事要旨（平成 21 年度分） 

（平成 21 年度における経営協議会の開催回数 ５回※１） 

※１ うち、臨時開催１回 

※２ 以下添付資料において、黄色マーカーが付してある議題は、本資料編 14 頁：【添付資料２－２】

に該当する事項。 

 

○ 平成 21 年度 第１回経営協議会 議事記録 （平成 21 年６月 18 日開催） 
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○ 平成 21 年度 第２回経営協議会 議事記録 （平成 21 年 10 月 21 日開催） 
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○ 平成 21 年度 臨時経営協議会 議事記録 （平成 21 年 12 月４日開催） 
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○ 平成 21 年度 第３回経営協議会 議事記録 （平成 22 年１月 14 日開催） 
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○ 平成 21 年度 第４回経営協議会 議事記録 （平成 22 年３月 16  日開催） 
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26.東京農工大学



 14

【添付資料２－２】上記①～⑦の各項目が、いつ開催の経営協議会で、どの審議事項として審議され

たかが確認できる整理表 

・経営協議会における各項目の審議状況一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

審議事項 報告事項

① 無

② 無

第21-１回
第21-２回
第21-３回
第21-４回

（審議事項２）
（報告事項５）
（審議事項１）
（審議事項１）

次期中期目標・中期計画について
第２期中期目標・中期計画の策定状況について
中期目標・中期計画原案の策定について
第２期中期目標・中期計画について

③ 有 第21-４回 （審議事項２） 平成22年度年度計画の策定について ○

④ 有

第21-１回
　
　

臨　　　時

第21-３回

第21-４回

（審議事項８）
（審議事項10）

（報告事項６）

（審議事項１）

（報告事項５）
 

（審議事項５）
（審議事項７）

役職員の給与改定について
規則等の制定について（組織運営規則、学則、役職員
給与規程、役員報酬規程の一部改正）
役員の報酬について
　
規則等の制定について

役員の報酬について

役員の報酬について
規則等の制定について

○
○

○

○
○

○

○

⑤ 有 第21-４回 （審議事項３） 平成21年度年度予算について ○

⑥ 有
第21-１回

第21-２回

（審議事項３）

（報告事項３）

平成20事業年度に係る決算について

平成20年度決算の財務報告書について

○

○

⑦ 有

第21-１回

第21-２回

第21-３回

（審議事項１）

（報告事項３）

（報告事項４）

（報告事項１）

平成20事業年度に係る業務の実績に関する報告書に
ついて

平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果等に
ついて

平成21年度計画の進捗状況について

平成20年度に係る業務の実績に関する評価結果等に
ついて

○

○

○

○

組織及び運営の状況について自
ら行う点検及び評価に関する事項
（自己点検・評価のうち、組織及び
運営の状況に関する事項など）

中期計画に関する事項のうち、
国立大学法人の経営に関するも
の

平成22年度予算

年度計画に関する事項のうち、
国立大学法人の経営に関するも
の

経営に係る重要な規則の制定又
は改廃に関する事項（学則、会計
規程、役員報酬規程、職員の給与
及び退職手当の支給基準など）

平成20年度決算

審議・報告

中期目標についての意見に関す
る事項のうち、国立大学法人の
経営に関するもの

項　　目
当該年度に
おける変更
等の有無

　※（参 考）第２期中期目標・中期計画についての審議状況は以下のとおり。

経営協議会 審議事項

26.東京農工大学
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【添付資料２－３】経営協議会の学外委員からの意見を法人運営の改善に活用した、主な取組事例及

び公表状況が確認できる資料 

（１）経営協議会の学外委員からの意見を法人運営の改善に活用した、主な取組事例 

 《事例１》第１期中期目標期間における目的積立金の取扱いについて 

・第 20-１回 経営協議会における外部委員からの意見 

 

 

 

 

 

 

 第１期中期目標期間に生じた目的積立金は、平成 20～21 年度の２カ年に渡り教育研究の 

充実にあてることとし、使途の検討も含め議論を行い、計画的に執行した。 

・目的積立金使用計画 

 

     

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経営協議会における外部委員からの意見＞ 

第１期中期目標期間に生じた目的積立金は、次期中期目標期間に繰り越せないこととなっ

ているが、その取り扱いはどうするのか。 

対 応

（第 21-4 回 経営協議会資料） 

26.東京農工大学
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 《事例２》人件費削減に伴う大学運営の見直しについて 

・第 20-２回 経営協議会における外部委員からの意見 

 

 

 

 

 

 

 人件費削減の影響を踏まえて、授業科目や学科再編・改組などの見直しについて、学長諮問

機関等で検討を行った。 

・学長諮問機関等における検討状況 

→ 本資料編 54-56 頁：【添付資料５－１】及び 75-80 頁：【添付資料 12-1-2】《指摘事項１》の

とおり。 

 

 《事例３》「東京農工大ビジョン」及び「第２期中期目標」の策定について 

→ 本資料編 18 頁：【添付資料２－４】のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経営協議会における外部委員からの意見＞ 

人件費削減に伴い後任補充がままならない状況で、授業科目数を見直すなど、大学運営へ

の対応は如何か。 

対 応

26.東京農工大学
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（２）経営協議会の学外委員からの意見を法人運営の改善に活用した取組の公表状況 

○ 学外委員からの意見を反映し、その改善状況を公表した事例：「第２期 中期計画の作成について」 

・「経営協議会議事概要（平成 21 年度 第 01 回 06 月 18 日）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (※学外委員からの意見の詳細については、本資料編 18 頁：【添付資料２－４】のとおり。) 

 

 ・「第２期中期計画」の公表

（本学 Web ページ）

（本学 Web ページ）

学外委員からの意見の反映 

26.東京農工大学
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【添付資料２－４】経営協議会で学外委員からの意見を積極的に取り上げるための体制・取組例 

前年度に引き続き、特に学外からの意見を聴取したい議題を精選したほか、資料の事前送付や必要

データ等を簡潔にまとめた資料を作成するなど、学外委員からの意見を積極的に取り入れるための取

組を行った。また、学外委員からの意見を反映した状況が確認できるよう、後日の経営協議会で報告

した（以下、取組事例のとおり）。 

 

 《取組事例》「東京農工大ビジョン」及び「第２期中期目標」の策定について 

・第 21-１回 経営協議会における外部委員からの意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記意見を踏まえ、役員会等において当該目標について検討を行い、東京農工大ビジョン及び

中期目標（前文）の目標を「高度な知の創造体としての科学技術系研究拠点大学」とし、より具

体的な表現に修正した。また、中期計画（No.11）にマネジメント能力の養成について盛り込んだ。 

 

 

・ 第 21-２回 経営協議会における反映状況の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

＜経営協議会における外部委員からの意見＞ 

 東京農工大学ビジョン及びそれに基づく中期目標の前文において掲げる目標の中で、「高

度な知の創造体として存在を認知された研究拠点大学」の表現が分かりにくいので表現を変

えたほうが良い。また、中期計画（No.11）について、マネジメント能力の養成を盛込んで

はどうか。 

対 応

報 告

（第 21-１回経営協議会 資料）

26.東京農工大学
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【添付資料２－５】経営協議会に関連する情報の公表状況が確認できる資料 

○ 経営協議会議事概要の公表状況 

 ・Web ページでの公表 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページ）

26.東京農工大学
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【添付資料３－１】実際に実施した監事監査の実施スケジュール及び国立大学法人第 11 条第 4 項に

基づく監事監査の結果の内容がわかる資料（監事の指摘事項をまとめた報告書ま

たは監査の内容をまとめた議事録等） 

（１） 監事監査実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 監事監査報告書〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.東京農工大学
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  ○ 「Ⅰ．会計監査関係」における監査結果  

 

 

 

  

 

 

  ○ 「Ⅱ．業務監査について」における監査結果 

      →下線部分は監事からの指摘事項。 
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【添付資料３－２】監事の指摘事項を法人運営の改善に活用した主な取組事例、または、改善に向け

た主な取組事例 

 《取組事例１》収入を伴う事業の実施について 

○ 平成 20 年度 監事監査における指摘 

    

 

 

 

○ 改善に向けた取組状況 

・「農学部附属動物医療センターセグメント」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物医療センター事業については、セグメント情報を充実して経営実態の的確な把握に活用

すること。 

（第 21-10 回役員会 資料）

26.東京農工大学
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 《取組事例２》ｅラーニングの利活用について 

○ 平成 21 年度 監事監査における指摘 

    

 

 

 

 

○ 改善に向けた取組状況 

・ 第 21-２回ｅラーニング作業部会議事要旨〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※「第 22-1 回ｅラーニング作業部会議事要旨」（審議事項）〔抜粋〕 

 

 

  

・ 実績報告書【194】：「平成 21 年度実施状況」〔抜粋〕 

さらに、利用者拡大を図るため、利用者ドキュメントを見直し、改訂版を学生・教職員等

の利用者に対して配布したほか、前年度までの利用講習会の内容を踏まえて、コンピュータ

上で受講できるようビデオ配信形式の資料を作成した。 

  

・ 「 平成 22 年度 年度計画」（平成 22 年３月 31 日文部科学省提出）〔抜粋〕 

 

 

 

 

ｅ-ラーニングシステムに対しては、初期投資費用だけでなく多額の維持・運営費を毎年度

投じているところであり、また学生の新しい学習手段として効果的であると考えられること

から、教員による本システムのより積極的な利活用を期待したい。 

26.東京農工大学
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 《取組事例３》資産の取得、管理、処分及び重要資産の確認（館山荘について） 

 ○ 平成 21 年度 監事監査における指摘 

 

 

 

 

 

○ 改善に向けた取組状況 

・第 21-３回学生生活委員会議事要旨〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

・第 21-５回学生生活委員会議事要旨〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「平成 22 年度 学生生活委員会の検討課題」〔抜粋〕 

 

 

 

 

  

当面は教員や学生に働きかけて施設利用の促進を積極的に図るとともに、状況によっては

施設運営のあり方を全般的に見直すことが望まれる。 

26.東京農工大学
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・利用申請の電子化（平成 21 年度～） 

    利用申請の簡略化により、利用者数の増加を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学生向け広報誌に利用を呼びかけるページを掲載 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページ）

（「GREEN CAMPUS」（平成 22 年 4月号） 抜粋）

26.東京農工大学
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【添付資料３－３】実際に実施した内部監査の実施スケジュール及び内部監査報告書 

（１） 内部監査実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※ 上記のほか、「監査能力向上のための研修会」を開催（平成 22 年３月４日）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

実施期間 監査項目

第１回 8月24日 ○環境配慮促進法に基づく実施状況

第２回 9月3～8日 ○科学研究費補助金等の執行状況調査

第３回 12月17日 ○平成２０年度内部監査指摘事項の改善状況調査

第４回 11月26，30日 ○資産の管理状況調査

第５回 12月7日 ○検収所の実施状況調査

第６回 1月29～2月3日

○公的資金にかかる受託契約の執行状況について
○受託契約等にかかる委託元等が実施した確定検査及び中間検査の
　遵守状況について
○競争的資金等の取扱いに関する要項の遵守状況について
○配分経費の管理状況について
○経費の抑制に関する実施状況について
○随意契約について

平成２１年度内部監査実施状況

26.東京農工大学
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（２） 内部監査報告書 

○ 平成 21 年度 第１回内部監査結果報告 〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.東京農工大学
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○ 平成 21 年度 第２回内部監査結果報告 〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の監査で提示された資料について、質問し、口頭で説明を受けた結果において、監査対象

課題及びプロジェクト経費における①物品の架空取引、②実体が伴わない出張、③実体が伴わな

い謝金（人件費）にかかる支出は存在しなかった。ただし、次のような問題点が存在する。また、

認識された内部統制上の課題は、J-SOX法定義の内部統制６要素について、以下のとおり、分類

することができる。なお、J-SOX法定義の内部統制６要素の『モニタリング』『ＩＴ（情報技術）

への対応』について、日常的に役員会等に報告し監視活動を行うべき課題は存在しないと考える。 

拡 大 

･
･･
 

･
･･
 

26.東京農工大学
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○ 平成 21 年度 第３回内部監査結果報告 
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○ 平成 21 年度 第４回内部監査結果報告 〔抜粋〕 
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○ 平成 21 年度 第５回内部監査結果報告 〔抜粋〕 
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○ 平成 21 年度 第６回内部監査結果報告 〔抜粋〕 
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【添付資料３－４】監事の指摘事項を法人運営の改善に活用した主な取組事例、または、改善に向け

た主な取組事例 

（１）平成 21 年度第２回内部監査結果にかかる助言及び勧告に対する改善に向けた事例 

 《事例１》科学研究費補助金に係る資産計上漏れについて 

・ 平成 21 年度第２回内部監査結果に係る助言及び勧告について 〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成 21 年度第２回内部監査結果にかかる指導及び助言について （回答）〔抜粋〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （※ 別紙については、次頁のとおり。） 

 

 

改善に向けた取組

26.東京農工大学



 37

（「平成 21 年度第２回内部監査結果にかかる指導及び助言について（回答）」の別紙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再発防止 

に向けた 

改善状況 

26.東京農工大学
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 《事例２》 非常勤職員に対する「休日の振替（又は代休日の指定）」について 

・平成 21 年度第２回内部監査結果に係る助言及び勧告について 〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・平成 21 年度第２回内部監査結果にかかる指導及び助言について （回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善に向けた取組
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 ・「平成 21 年度人事関係事務調査の結果について（通知）」〔抜粋〕 
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・「平成２１年度第１１回教育研究評議会記録」〔抜粋〕及び資料 
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（２）平成 21 年度第６回内部監査結果にかかる助言及び勧告に対する改善に向けた事例 

 《事例１》 センターの出勤簿管理について 

・平成 21 年度第６回内部監査結果に係る助言及び勧告について 〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 21 年度第２回内部監査結果にかかる指導及び助言について （回答）〔抜粋〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （※ 別紙については、次頁のとおり。） 

 

改善に向けた取組

26.東京農工大学
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【添付資料４－１】男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定等、学内での男女共同参

画推進に向けた取組状況が確認できる資料 

（１）男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等 

○ ポリシー及び活動計画等 

・「男女共同参画推進ポリシー」及び「男女共同参画推進のための活動計画」 

   → 「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（32 頁）,【添付資料４-

１】男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定等、学内での男女共同参画推進に

向けた取組状況が確認できる資料；（１）男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等」

のとおり。 

・「東京農工大学一般事業主行動計画」 

  → 本資料編 49-50 頁：【添付資料４－４】 (１)のとおり。 

 

 

（２）学内での男女共同参画推進に向けた取組 

○ 推進に向けた取組の概要 

・東京農工大学で進めている男女共同参画推進対策 

 

 

 

 

 

 

○ 推進に向けた具体的な取組 

 《取組例１》女性未来育成機構における講演会・シンポジウム等の開催 

・平成 21 年度 講演会・シンポジウム等開催一覧 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページより抜粋） 

（本学 Web ページより抜粋） 

26.東京農工大学
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 《取組例２》「出産・育児などで休業した女性獣医師の社会復帰のための再教育支援プログラム」 
（平成 19 年度「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」採択課題）  

 ・プログラム概要について 

    → 「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（33 頁）,【添付資料４-１】

男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定等、学内での男女共同参画推進に向け

た取組状況が確認できる資料；（２）学内での男女共同参画推進に向けた取組」のとおり。 

 

・ 平成 21 年度の実施状況について ＜講座・講演会等の開催＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページより抜粋） 

（本学 Web ページより抜粋） 

26.東京農工大学
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・ 平成 21 年度の実施状況について ＜小動物臨床獣医師養成講座 初級コースの試験的開講＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページより抜粋） 
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【添付資料４－２】男女共同参画推進のための組織の設置状況が確認できる資料 

（１）男女共同参画推進のための体制： 

○ 男女共同参画推進体制 

平成 17 年度に学長主導で全学的に『男女共同参画推進室』を設置し、平成 18 年度に『女性キ

ャリア支援・開発センター』を設置した（～平成 20 年度）。さらに、平成 21 年２月に『女性未来

育成機構』を新設した。 

  ・推進体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「男女共同参画推進室設置要項」（平成 18 年２月 20 日施行） 

  → 「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（35 頁）,【添付資料４-２】

男女共同参画推進のための組織の設置状況が確認できる資料；（１）男女共同参画推進のため

の体制」のとおり。 

 

（２）女性未来育成機構について（平成 21 年２月１日設置） 

○ 設置状況について 

・「女性未来育成機構の運営に関する学長裁定」及び「女性未来育成機構の運営体制図」 

→ 「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（36 頁）,【添付資料４-２】

男女共同参画推進のための組織の設置状況が確認できる資料；（２）女性未来育成機構の設置（平

成 21 年２月１日）」のとおり。 

（本学 Web ページより抜粋） 

26.東京農工大学
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【添付資料４－３】女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況が確認できる資料 

（１）農工大式ポジティブアクション「１プラス１」 

○ 制度の概要 

  ・「男女共同参画推進について」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※ 制度の導入経緯等については、「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（38
頁），【添付資料４-３】女性教員の採用・登用の促進に向けた取組状況が確認できる資料」のとおり。 

 

○ 制度の実施状況 

  ・「平成 21 年度「ポジティブアクション『１プラス１』」対象専攻の決定について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 上記決定に基づき、工学府機械システム工学専攻及び農学府自然環境保全学専攻において、

平成 22 年４月から非常勤職員を各１名採用した。 

（本学 Web ページより抜粋） 

（第 21-6 回教育研究評議会 資料） 

26.東京農工大学
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（２）文部科学省科学技術振興調整費委託事業「女性研究者養成システム改革加速」 

○ 理系女性のキャリア加速プログラムにおける運営体制 

 ・プログラムの運営体制図 

→ 「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（36 頁）,【添付資料４-２】

男女共同参画推進のための組織の設置状況が確認できる資料；（２）女性未来育成機構の設置；

女性未来育成機構の運営体制図」のとおり。 

 

○ 加速プログラムに伴う女性研究者の採用状況 

・「東京農工大学 女性研究者 公募」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「第 21-5 回 教育研究評議会議事要旨」（審議事項）〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

    → 講師１名、助教４名を採用。 

（中 略） 

26.東京農工大学
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○ 「理系女性のキャリア加速プログラム」における取組 

・第１回 シンポジウムの開催 
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【添付資料４－４】仕事と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた取組

状況が確認できる資料 

（１）仕事と育児等の両立を支援するための環境整備に向けた取組 

 ○「東京農工大学一般事業主行動計画」の実施状況 

   ・「次世代育成支援対策支援法について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・「一般事業主行動計画実施状況」一覧                   ※赤字は平成 21 年度から実施した事項 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標とその実施状況 

（本学 Web ページより抜粋）

（本学Webページ）

26.東京農工大学
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  ・年次休暇取得促進ポスター 

     下記ポスターを学内配布及び Web 掲載した。（上記目標８関連） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページから抜粋） 

26.東京農工大学
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 ○ 育児支援制度等の整備（上記目標２・４関連） 

   平成 21 年度 役員会・教育研究評議会等の審議を経て、以下のとおり改正を行った。 

 ・「育児・介護支援制度の拡充について(平成 22 年 4 月 1日付改正内容)」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、制度の活用を

図るため･･･ 

26.東京農工大学
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・「妊娠・出産・育児のための事務手続きガイドブック」〔抜粋〕 

   平成 21 年度に作成し、平成 22 年度に常勤職員に配布・Web 掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「妊娠・出産・育児に関する事務手続きと休暇制度」のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（本学 Web ページから抜粋）

出産予定日を入力するだけで、

産休および育休の取得可能期

間が表示されるフォームを導

入した。 

（本学 Web ページ）

26.東京農工大学
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（２）女性未来育成機構における女性研究者等のキャリア支援 

 ○ 学内研究支援等の実施 

学内研究支援活動については、前年度までの取組を引続き実施した。 

→ 詳細については、「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（40-41 頁）, 

【添付資料４－４】仕事と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた

取組状況が確認できる資料；（２）女性未来育成機構（女性キャリア支援・開発センター）にお

ける支援」のとおり。 

  

・『女性未来育成機構』 Ｗｅｂページにおける案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

（本学 Web ページ）

26.東京農工大学
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【添付資料５－１】教育研究組織の見直しの仕組みがわかる資料（～平成 21 年度） 

（１）教育研究組織の見直しのための検討体制 

○ 検討体制と検討結果の反映方法 

・全体の体制図（平成 20・21 年度の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 平成 17～19 年度の体制については、「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（55 頁）, 
【添付資料 10-2-1】年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏づけ資料；＜指摘事項１＞学長諮問
に基づく、各ＷＧ等における人件費削減に向けた取組状況；（１）学長諮問機関の設置状況」のとおり。 

 

○ 学長の諮問に基づく教育研究組織の検討状況 

 ・学長諮問機関の設置状況 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

全学計画評価委員会 

各部局の計画評価委員会 等 

自己点検・評価結果の報告 

部局ごとに、教育研究に関する自己点検・評価を

実施 

自己点検・評価で改善を要するとされた

事項及び認証評価において指摘された

事項について改善策を検討 

教育研究組織の見直し

を含めた次期中期目標 

機関別認証評価

及び法人評価 

評価結果 

教育研究組織改革委員会

中期目標等策定小委員会 

学 長 
諮問課題 

答申等 

教育研究組織の見直しを含めた次

期中期目標の検討 

反映 

反映 

反映 

農工大ビジョン 

（素案） 

全学共通教育検討ＷＧ(H20)

全学共通教育機構(H21～)

管理運営体制検討 WG

役 員 会 教育研究評議 経営協議会 

評価結果及び 

改善策の検討結果等 

学長諮問機関 

次期中期目標・中期計画評価 

（教育研究組織の見直し含む） 

中期目標に沿って、教育研究

組織の見直しを行う。 

全学自己点検・評価小委員会(～H20)

全学的な視点に立った、教育研究に

関する自己点検・評価の実施。 

平成 21 年度は設置なし。

新教養教育

協議会 

Ｈ17 年度 Ｈ18 年度 Ｈ19 年度

大学改革

検討 WG 

管理運営体制検討 WG 

学長諮問 

Ｈ20 年

教育プログラム

検討 WG 
教 養 教 育

協議会 

Ｈ21 年

学長諮問 学長諮問 学長諮問 

全学共通教育

検討 WG 

教育研究組織改

革 WG 
教育研究組織改革(第

２期)WG 
教育研究組織改革検討委員会 

全学共通教育機構の

設置（Ｈ212.4～）

学長諮問 

答 

申
答 

申 

答 

申

答 

申

答 

申

答 

申 

答 

申 

答 

申 

答 

申 

26.東京農工大学
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（２）教育研究組織に関わる自己点検・評価の実施及び外部評価の受審  

○ 専門職大学院技術経営研究科技術リスクマネジメント専攻における評価の実施 

  平成 20 年度に専門職大学院技術経営研究科技術リスクマネジメント専攻（MOT）において自己

点検・評価を実施し、平成 21 年度に財団法人大学基準協会による「経営系専門職大学院認証評価」

を受審した（適合認定）。 

 ・自己点検・評価報告書（平成 21 年４月）〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・技術経営研究科技術リスクマネジメント専攻に対する認証評価結果の概要について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 21-10 回全学計画評価委員会 資料）

26.東京農工大学
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これらの評価結果等を踏まえ、教育研究組織改革検討委員会、工学府戦略企画委員会 MOT 将来

計画 WG 及び技術経営研究科運営委員会等において「MOT の将来構想」についての検討を行い、平

成 23 年度に改組することを決定した。 

 

・第 21-１回教育研究組織改革検討委員会議事要旨〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.東京農工大学
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【添付資料５－２】教育研究組織の活性化に向けた検討状況がわかる資料（～平成 21 年度） 

（１） 学長諮問機関※における教育研究組織の活性化に向けた検討状況 

    ※学長諮問機関の設置状況については、本資料編 54 頁：【添付資料５-１】（１）のとおり。 

  平成 17～19 年度以前における検討状況等 

・平成 17～19 年度における学長諮問及びそれに基づく各 WG 等における検討経緯 

→「『平成 19 事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務の

実績に関する報告書（資料編）』（44-46 頁）, 【添付資料５-２】教育研究組織の活性化に向け

た検討状況がわかる資料；（１）学長を中心とした教育研究組織の活性化に向けた検討状況」の

とおり。 

 

・「教育研究組織改革に関する再諮問について」（平成 20 年１月 21 日付） 
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平成 20 年度における検討状況等 

○ 教育研究組織改革 WG における検討状況 

 ・「教育研究組織改革に関する再諮問について（答申）」（平成 20 年５月 28 日） 
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○ 教育研究組織改革に関する学長諮問 

 ・「教育研究組織改革に関する諮問（平成 20 年５月 28 日の答申を受けて）」（平成 20 年７月 16 日） 
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○ 教育研究組織改革検討委員会における検討状況 

  ・ 教育研究組織改革に関する諮問について（答申）（平成 20 年 12 月 22 日） 
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平成 21 年度における検討状況等 

○ 教育研究組織改革検討委員会における検討状況 

上記答申に基づき、教育研究組織改革検討委員会及びその下に検討課題ごとに設置された各種

委員会において、さらに具体的な検討を進めた。教育研究組織改革検討委員会の検討状況につい

ては以下のとおり。 

 ・第 21-１回 教育研究組織改革検討委員会 議題 

 

 

 

 

 

 

 

 ・第 21-２回教育研究組織改革検討委員会 議題 
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 ・第 21-３回教育研究組織改革検討委員会 議題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・第 21-４回教育研究組織改革検討委員会 議題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・第 21-５回教育研究組織改革検討委員会 議題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 検討結果に基づく教育研究組織の見直しの状況 

  ・上記検討結果の具体化について 

→ 本資料編 75-76 頁：【添付資料 12-1-２】《指摘事項１》のとおり。 
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（２） 研究院における「研究院改組」に係る検討 

○ 研究院の今後の在り方についての検討（平成 20 年度） 

 共生科学技術研究院において、今後の研究院の在り方について各部門・拠点の意見を聴取し、

それらを踏まえて研究院としての意見を取りまとめた。これを提案として、教育研究組織改革検

討委員会に提出した。 

 

・「共生科学技術研究院改組に関する検討経緯及び今後の研究院の在り方について」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 20-7 回共生科学技術研究院運営委員会 資料）   

（中 略） 
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・「第 20-５回共生科学技術研究院計画評価委員会 議事要旨」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

・「共生科学技術研究院の改組に係る提案について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「教育研究組織改革に関する諮問について（答申）：平成 20 年 12 月 22 日」（本資料編 60-61

頁：【添付資料５-１】（１） 参照）に反映された（別添４として添付）。 
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・「平成 21 年度第１回共生科学技術研究院教授会記録」〔抜粋〕 

 

 

 

 

（参考）「共生科学技術研究院の改組について」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究院の改組に向けた具体的な検討（平成 20～21 年度） 

共生科学技術研究院の運営委員会及び代議委員会を中心に、改組に向けた具体的事項（体制及び

人員等に係る事項、規則・規程等の改正 等）の検討を行い、教育研究組織改革検討委員会の議を

経て、教育研究評議会役員会にて承認された（76 頁：【添付資料 12-1-2】《指摘事項１》（２）参照）。 

・研究院改組スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. 共生科学技術研究院の改組について

＜改組の目的・意義＞

教育と研究の相乗効果

研究志向大学としての責任体制の強化

農工融合の継承・発展

＜背景＞

学長諮問に基づき平成18年度より全学のWG等で検討

教育研究組織改革WGは平成20年5月28日付け答申において改
組概要をまとめ、第20-3回教育研究評議会に報告

学長諮問に基づいて設置された教育研究組織改革委員会にお
いて研究院に具体的改組案の検討依頼

研究院運営委員会にて素案を作成、研究院計画評価委員会、
学府長等を含めた意見交換会により、作成案を検討

第20-7回研究院計画評価委員会において作成案を審議、了承

7. 共生科学技術研究院の改組について

・農学研究院・工学研究院を
独立に設置

・部門/専攻の不一致解消の
ため、部門＝専攻とする

・農工融合の継承・発展のフ
レームワーク として「連携リ
ング」を構築し、3つの研究拠
点と両院の 部門間協力体制
による融合研究ユニットを ア
ドホックに設置（3年で見直し、
5～6年の時限）

<現行の組織図>

<改編後の組織図>
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共生科学技術研究院

第3回 第6回 第8回 第9回 第10回 第11回

（平成21年6月～平成22年3月）研究院改組スケジュール
月
別

評
議
会

役
員
会

教
授
会

代
議
員
会

運
営
委
員
会

そ
の
他

・改組大枠の審議

・詳細について

代議員会に委任

することについて審議

第1回

・事務管轄に

関する一覧

表作成

（研究支援T）

・規則整理開始

第7回

・部門構成

・連携リング検討

・新研究院長

・新研究院規則等

審議

第3回

・新研究院運営規則・規程等の検討 ・研究院長と学府長の関係についての整理 ・新組織・部門等の英語名称の

・連携リング運営委員会委員構成、審議内容等検討 ・評議員選出方法等について検討 検討

・拠点のあり方について検討 ・新研究院運営規則・規程等の検討 ・新部門・分野説明書の検討

・兼務手続の検討 ・改組に関連する諸規定の検討

第4回

・HP修整

【役員会】

・関連規則等付議、了承

＜留意点＞

事務分担及び会計

システムへの影響

・事務管轄に関してTL
間で相談開始（TL等）

・部門構成

・連携リング検討

・新研究院長・副院長

第2回

第5回臨時

・広報誌等を修整

6 127 8 9 10 11 1 2 3

教
育
研
究
改

革
組
織
検
討

委
員
会

・評議員選出

・共通事項の審議

・院長と学府長

・拠点のあり方

第1回

・連携リン

グの検討

・各研究院

規則等調整

第2回

・連携リング

・人員配置表

・規則等

・評議員選出

第3回

・連携リング

・規則等

・拠点・兼務

・その他

第4回

・規則等

・拠点

・兼務

第5回

規則等

最終報告

第4回

第２７回～30回

・部門構成

・連携リング検討

・新研究院長

・新研究院規則等

審議

臨時

（平成 21 年度第１回共生科学技術研究院教授会 説明資料）

（平成 21 年度第１回共生科学技術研究院教授会 説明資料）
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・「共生科学技術研究院改組に伴う部門再編及び拠点についての意見交換会」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 20-11 回共生科学技術研究院運営委員会 資料） 

 ・「共生科学技術研究院新体制図」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・農学研究院・工学研究院を独立に設置 ・部門/専攻の不一致解消のため、部門＝専攻とする

・農工融合の継承・発展のフレームワー クとして「連携リング」を構築し、3つの研究拠点と両院の部門

間協力体制による融合研究ユニットをアドホッ クに設置（3年で見直し、5～6年の時限）

<改編後の組織図>

若手人材育成拠点

共生科学技術研究院新体制図案
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<現行の組織図>
共生科学技術研究院

東京農工大学

リング運営委員会

科学立国研 究拠点科学立国研 究拠点

工学研究院工学研究院農学研究院農学研究院

融合研究ユニット融合研究ユニット

○○研究拠点○○研究拠点
若手 人材育成拠点若手 人材育成拠点

生存科学研 究拠点生存科学研 究拠点生存科学研 究拠点

生物生産科 学部門

共生持 続社会学部 門

応用 生命化学部門

生物 制御科学部門

環境資 源物質科学部 門

物質循 環環境科学部 門

自然環境保全 学部門

農業 環境工学部門

国際 環境農学部門

動物 生命科学部門

生 物システム科学部 門

生命機能科 学部門

応用化学 部門

先端機 械システム部門

先端 物理工学部門

先端 電気電子部門

先端 情報科学部門

先端 健康科学部門

数 理科学部門

言語 文化科学部門

【部門間リング】
【部門間リング】

フロンティア農学

教育研究センター

（第 20-12 回共生科学技術研究院運営委員会 資料（一部変更）） 

(中 略)
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【添付資料６－１】法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組状況が確認できる資料 

（１） 研究推進体制の整備等について 

 ○ 産官学連携・知的財産センターを中心とした研究活動推進体制の整備 

・ 支援事業の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 支援体制図（平成 21 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「産官学連携の実績 2009」抜粋）

（「産官学連携の実績 2009」抜粋）

 本学の産学官連携活動は、平成20年度に「産学官連携戦略展開

事業－国際的な産学官連携活動の推進」の採択を受け、一層の活

動推進を図ることとなりました。

本学は、昭和63年の共同研究開発センター設置を契機とし、平成

15年度からの文部科学省大学知的財産本部整備事業の下に、産学

官連携活動の推進を図って来ました。平成17年度のスーパー産学官

連携本部整備事業により、産官学連携・知的財産センター （以下、セ

ンター）を核とし、 学長を本部長とした産学官連携戦略本部（平成20

年度から、国際展開と人材養成の事業展開も含めた外部資金の獲

得を目指す「大学戦略本部」に改組、以下、戦略本部）を設置しまし

た。

本学は、産学官連携活動を、大学のミッションである教育、研究、

新技術・産業創出の全てを駆動する原動力と位置づけ、全学的な視

野に基づいて学長がリーダーシップを発揮できる体制としました。次

いで、平成19年度に国際的な産学官連携の推進体制整備大学に選

定され、グローバル産学官連携活動体制の整備を図るとともに、企

業等との共同研究・受託研究の拡大、基本特許の国際的な権利取

得の促進と活用、国際的な知的財産人材の育成・確保など、グロー

バル産学官連携活動の強化を図り、イノベーション創出と新産業創

出を伸展して行きます。

26.東京農工大学
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 ○ 新たな研究活動推進のための体制整備等に向けた検討状況（平成 21 年度の取組） 

 イノベーション創出に向けた研究推進体制を促進する取組として、研究活動と並行し、これを

実現するイノベーション人材（国際社会に新たな価値を創造・提案し、その価値を社会に定着さ

せることができる実践力を持った人材）の育成が重要であるとの観点から、大学戦略本部を中心

に、国際産学官連携や海外研究機関等との連携を通じてこのような人材の育成を推進する体制整

備についての検討を行った。その結果、若手研究者や教職員等を対象とした「イノベーション人

材育成プログラム」の導入、及びこれを推進・支援する組織として『イノベーション推進機構』

を平成 22 年４月から設置することとした。また、同体制の整備に向けた「未来価値の創造・提

案・実践を完遂できる国際的高度研究人材の育成」事業を、文部科学省の平成 22 年度 特別教育

研究経費に申請し、これが採択された。 

  ・「未来価値の創造・提案・実践を完遂できる国際的高度研究人材の育成」事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・イノベーション推進機構の運営に関する学長裁定〔抜粋〕 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 21-10 回教育研究評議会 資料）

26.東京農工大学
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（２）研究活動推進のための取組 

  産官学連携・知的財産センターや共生科学技術研究院において、産官学連携事業の推進や競争的

資金獲得のための支援活動を行っており、これにより研究活動の推進を図った（実績報告書 37・39

頁：特記事項「競争的資金獲得の支援状況」参照）。また、全学的視点に立って研究活動を戦略的に

推進するため、各種制度等を導入した（以下のとおり）。 

○ 産官学連携奨励制度の導入（平成 19 年度） 

 ・制度の概要 

→ 「『平成 19 事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業

務の実績に関する報告書（資料編）』（58 頁）, 【添付資料７－１】部局の外部資金受入額の

予算配分への反映によるインセンティブ付与の内容がわかる資料；（１）産官学連携奨励費制

度について」のとおり。 

 ・「国立大学法人東京農工大学産官学連携奨励費規程」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

（以下、略） 

26.東京農工大学
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○ 共同研究推進特任教員等人件費予算措置について 

・「産官学連携･知的財産センター共同研究推進特任教員等人件費予算措置に関する申し合わせ」 

26.東京農工大学
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（３）若手研究者等を対象とした研究活動推進のための取組 

○ 若手共同研究発展ファンドの導入（平成 21 年度） 

・「産官学連携・知的財産センター若手共同研究発展ファンド要項」〔抜粋〕 

（中略） 

（以下、略） 

26.東京農工大学
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○ 研究奨励金「JIRITSU（自立）」の導入（平成 19 年度） 

 ・「東京農工大学研究奨励金「JIRITSU（自立）」制度実施要項」〔抜粋〕 

 

 

  

（中略） 

（以下、略） 

26.東京農工大学
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○ 研究スペースの使用について 

・ 「産官学連携スペース使用に関する申し合わせ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.東京農工大学
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（４）研究活動推進のための施設の整備状況 

 ○ 産官学連携・知的財産センター施設 

  ・各施設の概要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 他機関等との連携による施設整備 

 ・農工大・多摩小金井ベンチャーポートの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページより抜粋）

（独立行政法人中小企業基盤整備機構 Web ページ）

26.東京農工大学
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【添付資料１２-１-１】平成 17・18・19・20 年度評価結果で課題として指摘された事項及びそれに

対する平成 21 年度の対処の有無の一覧表 

 

 

 

 

【添付資料１２-１-２】年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏付け資料 

 《指摘事項１》 学長諮問課題に基づく WG 等の検討結果の具体化について 

（１）平成 21 年度における学長の諮問機関と検討課題 

諮問機関（※） 平成 21 年度における検討内容 備考 

教育研究組織改革検討

委員会 

・新学府の設置について 

・MOT の将来構想について 

・早稲田大学との共同大学院設置について 

・研究院改革について        等 

※「教育研究組織改

革 WG」の答申に基

づき設置。 

全学共通教育機構 
・全学共通教育科目の運営について 

・全学共通科目のカリキュラム作成について 等 

※「全学共通教育検

討 WG」の答申に基

づき設置。 

管理運営体制検討 WG 

・第２期中期目標期間に向けた人件費管理について 

・平成 22 年度採用計画について 

・組織の見直し等について      等 

 

   ※ 諮問機関の設置状況については、本資料編 54 頁：【添付資料５－１】（１）のとおり。 

 

 

 
評価 

年度 
課題として指摘された又は今後に期待されるとの評価を受けた事項 

平成 21 年度に 

おける対処の有無 

指摘 

事項 

１ 

平成 

17 

年度 

企画執行体制の充実を図るため、学長の下にワーキンググ

ループを設け、｢中期的な見通しに基づく大学運営のための

検討課題」について検討を進めており、今後、その具体化が

期待される。 

有 

( 実 績 報 告 書 24

頁：特記事項「学長

を中心とした大学

運営の推進」参照)

指摘 

事項 

２ 

平成

17・18

年度 

｢選択定年制度｣の導入についても準備が進んでおり、今後

の適切な実施が期待される。 

有 

( 実 績 報 告 書 14

頁：中期計画【143】

参照) 

指摘 

事項 

３ 

平成 

20 

年度 

年度計画に掲げている教員の採用に当たっての選考基準

の統一、明確化等については、公表するまでには至っていな

いことから、早急な対応が求められる。 

有 

(実績報告書 113

頁：中期計画【141】

参照） 

26.東京農工大学
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（２）検討結果に基づく取組 

 教育研究組織改革検討委員会の検討結果に基づく取組 

○ 早稲田大学との共同大学院の開設（平成 22 年度）に向けた取組 

  ・ 平成 22 年度入試の実施（入試概要と学生募集要項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研究院の改組（平成 22 年度）に向けた取組 

  ・第 21-８回 教育研究評議会議事録〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

・第 21-９回 教育研究評議会議事録〔抜粋〕 

 

 

 

 ・研究院改組に伴う規則等の制定及び一部改正について〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

(中 略)

（第 21-26 回役員会 資料） 

（本学 Web ページ） 

26.東京農工大学



 77

 教養教育協議会の検討結果に基づく取組 

○ 全学共通教育機構の設置（平成 21 年４月）と全学共通教育の導入（平成 22 年度）に向けた取組 

 ・全学共通教育の実施に当たって～概要と進捗状況～〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（第 21-４回教育研究評議会 資料）

26.東京農工大学
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管理運営体制検討 WG の検討結果に基づく取組 

○ 第２期中期目標期間に向けた人件費管理について 

・ 定年退職者の後任補充に係る採用可能額推計（次期中期目標期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 21-6 回教育研究評議会 資料）

26.東京農工大学
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○ 平成 22 年度 全学採用計画 

   ・平成 22 年度の全学採用計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （参 考）平成 22 年度全学採用計画策定の経緯〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 21-6 回教育研究評議会 資料）

26.東京農工大学
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（３）第２期中期目標・中期計画への学長諮問機関の検討結果反映状況 

  上記検討結果等を「第２期中期目標・中期計画（素案）」に反映し、これに基づく中期計画が

認可された。 

  ・「国立大学法人東京農工大学の中期計画」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《指摘事項２》 ｢選択定年制度｣の実施等について 

（１）選択定年制度の実施 

   平成 21 年度は１名が選択定年を申請し、平成 23 年度末退職が下記のとおり承認された。 

・「選択定年申出書の提出について」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                           

 

（第 21-4 回役員会 資料） 

26.東京農工大学
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・第 21-24 回 役員会議事要旨〔抜粋〕 ：平成 22 年 2 月 1 日開催 

 

 

 

 

 

 

 

（２）選択定年制度の申出期間の検討について 

・第 21-25 回 役員会議事要旨〔抜粋〕 ：平成 22 年 2 月 15 日開催 

 

 

 

 

 

 

  ・第 21-10 回 役員・部局長・評議員懇談会 議題〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 ※（参考）第 22-３回 役員会議事要旨及び資料〔抜粋〕 

   上記検討結果に基づき、平成 22 年度の役員会において、申出の期間を「２年前まで」から

「６月前まで」に改正した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （第 22-3 回役員会 資料）

26.東京農工大学
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 《指摘事項３》教員採用の際の項目の公表について 

  教員採用選考基準策定小委員会において策定した「教員採用の選考基準等について」及び、

前年度に統一した「教育職員選考結果報告書 様式」を本学 Web に掲載した。 

○ Web における公表状況 

  ・「教員公募」のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・東京農工大学における教員採用の選考基準等について〔抜粋〕 

（本学 Web ページ） 

（本学 Web ページから抜粋）

26.東京農工大学
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【添付資料７-１】資金運用の取組状況及びその運用益の活用状況が確認できる資料 

（１）資金の運用状況について 

 ・平成 21 年度資金運用実績報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 22-1 回経営協議会 資料）

26.東京農工大学
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（２）運用益の活用状況 

 運用益は貴重な大学運営財源のひとつとして収入予算に見込み、本学の教育研究活動に活用さ

れている。 

 

  ・「平成 21 年度大学戦略経費（学長裁量経費）採択一覧」 

   → 本資料編３頁：【添付資料１-２】（１）のとおり。 

 

  ・「余裕金の運用益の取扱に関する申し合わせ」（平成 18 年３月 26 日策定）： 

   → 「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（46 頁）,【添付資料５-１】

資金運用の取組状況及びその運用益の活用状況が確認できる資料；（３）運用益の活用状況」

のとおり。 

26.東京農工大学
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【添付資料７-２】財務情報の分析状況が確認できる資料 

（１）財務指標による分析（経年比較・他大学との比較） 

 ・ 「財務指標による財務分析」（平成 20 年度の状況）〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 21-14 回役員会 資料）

26.東京農工大学
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（２）経費削減 WG※における一般管理経費の分析 

  ※「経費削減 WG」の取組については、実績報告書【165】の「実施状況」参照。 

  ・一般管理比率の年度比較（平成 19・20 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・項目（内訳）ごとの年度比較（平成 19・20 年度） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・他大学等での取組分析（【財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置】）〔抜粋〕 

 

  

（経費削減 WG 資料）

（経費削減 WG 資料）

（経費削減 WG 資料）

26.東京農工大学
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【添付資料７-３】財務情報の分析結果の活用状況が確認できる資料 

（１）財務分析結果等の公表 

 ・「財務報告書 2009」の作成 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「財務報告書 2009」抜粋）

26.東京農工大学
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（２）財務分析結果に基づく業務運営の改善 

○ 一般管理経費の削減について 

  経費削減ＷＧにおいて、一般管理経費の分析を行い（本資料編 86 頁「【添付資料７-２】（２）の

とおり）、分析結果及び中期目標・中期計画等を踏まえて削減に向けた取組案を作成した。 

  ・今後の本学での取組事項の提案 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 産官学連携奨励費制度について 

 財務情報分析の結果、本学の外部資金比率は、依然、高い比率を維持しており、引き続き「産官

学連携奨励費制度」を実施した。 

・制度の導入経緯 

→ 「『平成 1９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務

の実績に関する報告書（資料編）』（59 頁）,【添付資料７-２】財務情報の分析、活用の内容が

分かる資料（及び【追加確認事項】 参考資料４）」のとおり。 

・制度の概要 

→ 「『平成 1９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務

の実績に関する報告書（資料編）』（58 頁）,【添付資料７-１】部局の外部資金受入額の予算配

分への反映によるインセンティブ付与の内容のわかる資料」のとおり。 

 

・『産官学連携奨励費制度』 実施状況  

 平成２１年度 平成２０年度 

配 分 金 額 ２４，２９４千円 １８,２０９千円 

配 分 対 象 者 ８４名 ８９名 

)

可能な分野から取組を

実施しており、平成 21 年

度は、複数年契約の導入、

一般競争入札への移行、

水光熱費の削減、印刷費

の削減を実施した。また、

スケールメリットを活か

した共同調達も導入し

た。 

（経費削減 WG 資料） 

26.東京農工大学
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【添付資料７-４】随意契約に係る情報公開の取組等随意契約の適正化に向けた取組が確認できる資料 

（１）随意契約に係る情報公開の取組 

○ Web による随意契約情報の公開 

「国立大学法人東京農工大学における随意契約の公表に関する基準」（平成 18 年 5 月 30 日学長

裁定・平成 20 年１月 16 日一部改定）※に基づき公表を行っている。 

※「『平成 1９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務の実

績に関する報告書（資料編）』（61 頁）,【添付資料７-３】随意契約に係る情報公開の取組」参照 

  ・「随意契約に関する情報」（公表事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公表事例＞ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページ）

（本学 Web ページより抜粋） 

26.東京農工大学
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（２）随意契約の適正化に向けた基準等の整備状況 

・「随意契約の公表に関する基準」及び「公募型企画競争実務指針」等の策定状況 

→ 「『平成 1９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務

の実績に関する報告書（資料編）』（61 頁）,【添付資料７-３】随意契約に係る情報公開の取組」

及び「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（49 頁）,【添付資料５-

４】随意契約に係る情報公開の取組等随意契約の適正化に向けた取組が確認できる資料；（１）

随意契約の適正化に向けた基準等の整備」のとおり。 
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【添付資料７－５】随意契約見直し計画の実施状況が確認できる資料 

○「随意契約見直し計画」（平成 20 年１月策定）〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 随意契約から一般競争入札等への移行及び複数年度契約の拡大 

○ 平成 21 年度に一般競争入札に移行した事例 

・昇降機設備保守点検業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 数 年 契 約

（本学 Web ページより抜粋） 

（本学 Web ページより抜粋） 
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・動物医療センター窓口受付業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報入出力運用支援サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・蛍光灯購入 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 数 年 契 約 

共 同 調 達 
(実績報告書21頁

中期計画【155】) 

複 数 年 契 約 

（本学 Web ページより抜粋） 

（本学 Web ページより抜粋） 

（本学 Web ページより抜粋） 
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（２） 競争契約に係る情報の公表 

○ Web による競争契約に関する情報の公開 

・「競争契約の公表に関する基準」 

→ 『平成 1９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務の

実績に関する報告書（資料編）』（64 頁）,【添付資料７-４】その他、随意契約の適正化に向け

た取組；（２）一般競争入札の公表事例」のとおり。 

  ・「随意契約に関する情報」（公表事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公表事例＞ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページ）

（本学 Web ページより抜粋） 
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【添付資料８－１】人件費削減計画及び削減実績 

○ 人件費削減計画及び削減実績 

以下のとおり、年度計画（削減計画）を達成した。 

区分 金額 備考 

Ａ 
総人件費改革の基準となる平成 17 年度人

件費予算相当額（人件費３目相当） 
6,007,215 千円   

Ｂ 平成 18 年度削減額（Ａ×１％） 60,072 千円   

Ｃ 平成 19 年度削減額（Ａ×１％） 60,072 千円   

D 平成 20 年度削減額（Ａ×１％） 60,072 千円   

E 平成 21 年度削減額（Ａ×１％） 60,072 千円   

F= 

A-B-Ｃ-

Ｄ-E 

平成 21 年度人件費予算相当額 

（年度計画予算額） 
5,766,927 千円   

G 平成 21 年度決算額 5,136,274 千円 
平成 21 事業年度財務諸表 

「附属明細書 12．役員及び

教職員の給与の明細」参照 

H=F-G 年度計画予算額と決算額の差 630,653 千円   

 

（参考 1） 役員及び教職員の給与の明細〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （第回役員会 資料） 
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【添付資料１２－２－１】平成 17・18・19・20 年度評価結果で課題として指摘された事項及びそれに 

対する平成 20 年度の対処の有無の一覧表 

 

 

【添付資料１２-２-２】年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏付け資料 

 《指摘事項１》学長諮問に基づく、各ＷＧ等における人件費削減に向けた取組状況 

 人件費削減については、前年度までに引続き、学長諮問機関である管理運営体制 WG において主に

検討を行った。 

（１）管理運営体制検討 WG における検討状況 

 ○ 管理運営体制検討 WG（拡大）の開催 

 上記 WG において、人件費管理とともに組織の見直しについても検討を行うため、９月以降、

学府長等をメンバーに加えた「拡大 WG」を開催した。 

・「管理運営体制検討 WG（拡大）の検討事項」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
評価 

年度 
課題として指摘された又は今後に期待されるとの評価を受けた事項 

平成 21 年度に 

おける対処の有無 

指摘 

事項 

１ 

平成 

18 

年度 

中期計画における総人件費改革を踏まえた戦略的な人件費

削減計画について、３つのワーキンググループ（「教育研究組

織改革」「教育プログラム改革」「管理運営体制検討」）で策定

することとしているが、中期目標・中期計画の達成に向け、

着実に人件費削減の取組を行うことが期待される。 

有 

（実績報告書：中期

計画【143-１】参照）

指摘 

事項 

２ 

平成 

19 

年度 

水光熱費等について、対前年度比１％の節約を図るとの年度

計画に対し、対前年度比 1.36 ％の増となっており、改善に向

けた取組が求められる。 

有 

（実績報告書：中期

計画【166】参照）

指摘 

事項 

３ 

平成 

20 

年度 

年度計画に掲げている産学連携機能の強化については、産官

学連携・知的財産センターや研究院において共同研究等につ

いてマッチング活動や企画提案等の支援活動、学外広報活動

など様々な取組を行っており、今後、競争的外部資金の拡充

や外国企業等との共同研究等の拡大につながっていくことが

期待される。 

 

（第 21-7 回管理運営体制検討 WG(拡大) 資料）
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（２）人件費管理について 

 ○ 「平成 21 年度 全学採用計画」に基づく人件費管理の状況 

・「平成 21 年度 全学採用計画」 

第 20-1 回 管理運営体制 WG にて作成し、第 20-７回 教育研究評議会にて承認を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    本計画に基づき平成 21 年度の採用を行った結果、本資料編 94 頁 :【添付資料８－１】の

とおり人件費の削減目標を達成した。 

 

○ 第２期中期目標期間の人件費管理について 

  ・定年退職者の後任補充に係る採用可能額推計（次期中期目標期間） 

→ 本資料編 78 頁：【添付資料 12-１-２】（２）のとおり。 

 

（３）平成 20 年度までに導入した人事制度の実施 

   管理運営体制検討 WG における検討結果に基づき導入した、「サバティカル制度」及び「大学運営

費によるテニュアトラック制度」については、平成 21 年度も引き続き、適切に運用した。 

（第 20-7 回教育研究評議会 資料） 
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 《指摘事項 ２》水光熱費等について、削減に向けた取組 

○ 経費削減 WG における水光熱費削減に向けた分析・検討 

 ・水光熱費の分析資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

○ 水光熱費削減に向けた取組（全学への啓蒙活動） 

前年度に引続き、水光熱費削減について、学内の教職員等に Web ページで呼びかけたほか、ポス

ター及びチェックリストを作成し、配布した。 

・省エネに向けた取組（Web ページ、ポスター、チェックリスト） 

→ 「『平成 20事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（57～58頁）,【添付資料 10-2-2】

年度評価結果について検討した具体的内容及び裏付け資料；＜指摘事項２＞水光熱費等につい

て、削減に向けた取組；（２）水光熱費削減に向けた取組（全学への周知徹底）」のとおり。 

 

 

 

○ 平成 21 年度の削減実績（前年度比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 20 年度 平成 21 年度 削減額 / 削減率 
除 費用増分 

削減額 / 削減率 

電気料 107,423 千円 89,378 千円
18,045 千円/ 

 16.80%
416 千円/ 0.39%

ガス料 23,162 千円 18,511 千円
4,651 千円/ 

 20.09%
847 千円/ 3.66%

上下水道料 21,412 千円 17,514 千円
3,898 千円/ 

 18.21%
6,223 千円/29.06%

その他光熱・燃料費  4,636 千円  3,313 千円  
1,323 千円/ 

 28.54%
△983 千円/21.20%

合計 156,633 千円 128,716 千円
27,917 千円/ 

 17.82%
6,503 千円/ 4.15%

（経費削減 WG 資料）

（実績報告書 35 頁：中期計画【166】の「平成 21 年度の実施状況」より抜粋）
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 《指摘事項３》競争的資金等の拡充について 

  産学連携機能の強化について、前年度に引続き、産官学連携・知的財産センターや研究院を中心に

様々な支援活動を行った（実績報告書 39 頁 特記事項「競争的資金獲得の支援状況」参照）。その結

果、競争的資金の拡充や外国企業等との共同研究等の拡大につながった。 

 

○ 競争的資金の拡大の状況 

  ・競争的資金の前年度比較 

  平成 21 年度 平成 20 年度 

  件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

総   計 362 2,635,391 346 2,300,164 

   （内   訳）        

受託研究 72 655,426 64 533,923 

受託事業 0 0 3 396,520 

共同研究 11 67,569 9 52,361 

補助金 30 788,401 22 174,397 

 

科学研究費補助金 249 1,123,995 248 1,142,963 

 

 

○ 外国企業等との共同研究・受託研究の拡充の状況 

  ・外国企業等との共同研究・受託研究の前年度比較 

平成 21 年度 平成 20 年度 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

7 18,607 6 9,684 
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【添付資料９-１】IT の有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価の作業

の効率化に向けた取組状況が確認できる資料 

○ 四半期ごと（教育研究は前・後期ごと）に全学計画評価委員会で進捗状況を点検・評価 

・「平成２１年度計画の進捗状況（第２・四半期分）及び中期計画の実施状況（平成 20～21 年度）

に係る報告書」〔抜粋〕 

平成 21 年度においては、年度計画の実施状況とともに平成 20～21 年度における中期計画の実施

状況についても以下様式において確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

○ 進捗状況の Web 掲載 

  ・計画・評価（自己点検・評価資料）Web ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「第 21-6 回 全学計画評価委員会」資料）

（本学Ｗｅｂページ） 

平成 20 年度から年度計画の進捗状況報告

を Web ページに掲載しており、各部署に

おける自己点検・評価等に活用している。 

26.東京農工大学



 100

【添付資料１０-１】キャンパスマスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況 

（１） 長期的な視点に立ったキャンパス整備計画等 

 ○ 整備計画等の策定状況 

・「キャンパスマスタープラン」「キャンパス・アメニティ総合整備計画」「設備整備マスタープラン」 

→ 「『平成 1９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務

の実績に関する報告書（資料編）』（73～75 頁）,【添付資料９-２】長期的な視点に立ったキャ

ンパス計画等の策定状況」のとおり。 

 

（２） 上記整備計画の実現に向けた取組状況 

 ○ 「キャンパス・アメニティ総合整備計画」（優先・重点ゾーン）の整備状況 

・平成 21 年度 キャンパス・アメニティ整備計画〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・駐輪場の整備状況（平成 21 年度新設） 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21 年度計画分を

計画的に整備し、完了

した。 
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【添付資料１０－２】既存施設・設備の有効活用への取組状況（講義室等の稼働率や共同利用 

スペースの確保面積等） 

（１）講義室の稼働率について 

本学においては、授業の特性を考慮してクラス編制を行っており（分野別科目:100 人以下、英語等

のリテラシー科目：原則として 30 人以下等）、授業の規模に合わせた講義室の使用を行っている。 

○ 府中キャンパスの講義室稼働状況 

・平成 21 年度 ＜前期＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 21 年度 ＜後期＞ 
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（
％

）

26.7％

68.3％

46.7％
24.4％

38.0％

２０１名以上 　１５１～２００名 　１０１～１５０名 　５１～１００名 　５０名以下

○　講義室の収容定員数

○　表中の数値は、講義室の収容定員数ごとの平均稼働率（％）

　　 ただし、定期的な使用のみカウントしており、不定期又は一時的な使用の状況については含まない。

※　稼働率（％）　＝　１週間の教室使用講義数（90分で１講義とカウント）　÷　３０ （６限×週５日）
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○ 小金井キャンパスの講義室稼働状況 

  ・平成 21 年度 ＜前期＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 21 年度 ＜後期＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
２０１名以上 　１５１～２００名 　１０１～１５０名 　５１～１００名 　５０名以下

○　講義室の収容定員数

○　表中の数値は、講義室の収容定員数ごとの平均稼働率（％）

　　 ただし、定期的な使用のみカウントしており、不定期又は一時的な使用の状況については含まない。

※　稼働率（％）　＝　１週間の教室使用講義数（90分で１講義とカウント）　÷　３０ （６限×週５日）

　　 なお、 Ｌ1332・Ｌ1322については、MOT等による土日の使用がある為、それらを考慮した計算式としている。
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（２）共同利用スペースの確保状況 

○ 新たな共用スペースの確保 

  実績報告書【172-1】の実施状況のとおり、平成 21 年度も共有スペースの確保に努め、府中キャ

ンパスにおいて 71 ㎡、小金井キャンパスにおいて 1,084 ㎡の新たな共有スペースを確保した。 

 《取組事例》小金井キャンパス：工学部６号館（１階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）学寮の整備 

    老朽化の進んでいた小金井キャンパスの男子寮（欅寮）について、長期借入金を活用した全面

改修整備を行い、全 218 室の改修整備を完了した。この整備により、新たな女子寮（桜寮）も整

備された。 

・「学生寮整備計画」 

   →「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（64 頁）,【添付資料８-１】

キャンパスマスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況」のとおり。 

 

・本学 Web における学寮紹介のページ〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

（本学 Web ページより抜粋）
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【添付資料１０－３】施設の維持管理の取組状況 

（１）施設管理の取組について 

○ 巡回点検の実施及び施設情報のデータベース化 

  各キャンパスにおいて巡回点検を実施し、点検結果を「キャンパス施設マネジメント電算化シス

テム」のデータ更新や講義室の設備情報の公開等に活用した。 

 

・「キャンパス施設マネジメント電算化システム」 

→「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（68 頁）,【添付資料８-３】

施設の維持管理の取組状況；（１）施設管理状況について」のとおり。 

 

   ・小金井キャンパス講義室等の設備情報の Web 公表〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（本学 Web ページ） 
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（２）施設関連経費の配分状況 

・平成 21 年度 施設整備費関連経費 整理表〔抜粋〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 
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【添付資料１０－４】省エネルギー対策等や地球温暖化対策に関する取組状況（中長期的な目標やその

達成状況、取組状況等）（～平成 21 年度） 

（１）中長期的な目標の設定（平成 17 年度策定） 

・「東京農工大学エコキャンパス像」 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「環境基本方針」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京農工大学エコキャンパス像

エコキャンパスの目的 
○ 環境への負荷の低減を目指して設計・建設がなされる施設（地球、地域、にやさしく造る） 
○ 環境への負荷の低減の目的に沿った運営がなされる施設（建物、資源を、賢く・永く使う） 
○ 環境教育にも活用されることが可能な施設（施設、原理、仕組みを、教育に資する） 

環境に親しめる建築空間を造る計画 
● 立地条件・配置計画・平面計画に

ついての配慮 
● エコロジカルな形態の表現 

地域生態系の保全につながる工夫 
● 緑化の推進 
● 生物が生息できる環境形成 
● 雨水の土中還元・リサイクル等 

地球にやさしい環境を造る計画 
● 環境負荷の少ない材料 
● 熱帯材の使用抑制 
● 温室化ガス排出抑制 
● エネルギー削減 

教育・研究の環境を良好に保つ工夫 
健康的で快適な温熱環境の確保 
健康的で快適な空気環境の確保 
快適で教育研究するにふさわしい光環境の確保 
快適で教育研究するにふさわしい音環境の確保 
具体的な方策（短期・中期） 
■ 落葉樹・庇による夏季の日射遮蔽 
■ 屋上緑化、壁面緑化、屋上庭園等による断熱性能等の向上 
■ ライトシェルフ、トップライトを利用した自然採光の導入 
■ 断熱材や複層ガラスによる断熱性能等の向上 
■ 木材などの環境負荷の少ない内装材料の採用 
■ 床暖房による冬季の快適な熱環境の創出 
■ 照明をこまめに点滅可能とする設備 
■ 太陽熱温水器による給湯利用 
■ 保守・修繕・更新を考慮した床下ピット 
■ ビオトープや温室等による生態系への配慮 
■ 吹き抜けを利用した自然換気 
■ 窓際の熱環境に考慮した暖房設備 等

（「キャンパスマスタープラン」（図 12） 抜粋）

（本学 Web ページ） 
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（２）エコキャンパス実現に向けた取組状況（平成 21 年度の取組状況） 

○ 施設整備におけるエコキャンパスの実現に向けた整備状況 

  ・「キャンパス・アメニティ総合整備計画」（優先・重点ゾーン）の整備状況 

   → 本資料編 100 頁 ：【添付資料 10-１】（２）のとおり。 

 

○ 環境を配慮した施設事業等の実施 

NEDO の次世代省エネルギー等建築システム実証事業に、本学の『複数建物連携によるキャンパス

内建物群の省エネルギー運用実証事業』が採択され、これに伴い小金井キャンパスに「ゼロエミッ

ションセンター」を建設することとした。また、経済産業省の事業による太陽光・人工光併用型「都

市型植物工場研究施設」を府中キャンパスに建設することとした。（平成 22 年度完成予定） 

・「ゼロエミッションセンター」概略システムフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「都市型植物工場研究施設」の概要 
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○ 温室効果ガス対策小委員会の設置（平成 21 年度） 

  ・ 『本質効果ガス対策小委員会』の設置について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第21-19回役員会 承認
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【添付資料１１－１】災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理の体制・マニュアル等の整備・

運用状況が確認できる資料 

（１）危機管理体制の整備 

○ 本学の危機管理体制について 

 ・体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 環境安全管理センターの設置状況（平成 20 年 11 月設置） 

 ・センターの業務内容 

 

 

 

 

 

 

 ・センターの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（本学 Web ページより抜粋）

（本学 Web ページより抜粋）

（本学 Web ページより抜粋） 
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・環境安全管理センターWeb ページの整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・環境安全管理センターにおける安全教育等の取組事例 

 《事例１》防火防災訓練の実施（学報 493 号より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境安全管理に関する最新情報の提供 

薬品管理ｼｽﾃﾑ

〔IASO〕とﾘﾝｸ 

「安全ﾏﾆｭｱﾙ」等を

掲載 

各種申請書様式

及び標識等を掲載 

「防災要項」及び 

「危機管理ﾏﾆｭｱﾙ」

等を掲載 

1 月 19 日(火)、府中キャンパスにおいて、府中市役所および

府中消防署の協力により、防火・防災訓練を実施しました。当

日は、天候にも恵まれ、農学部本館前に教職員および学生約 80

人が参加して、國見裕久農学府長の挨拶の後、起震車の体験、

消火器による訓練、電話を使用した通報訓練を 3班に分かれて

順次行いました。  

 起震車は、正面の画面に部屋が揺れてタンス等が倒れる映像

が映し出され、1 度に 4 人が体験できるようになっています。

今回は、阪神淡路大震災時の第 1 波を想定し、震度 7 で約 30

秒続いた揺れの程度を、安全を考慮して、床面から 5cm までの

縦揺れで訓練を行いましたが、手すりにつかまらなければ立っ

ていることができないほどの衝撃がありました。（中略） 

 消火器による訓練では、消火器の扱い方について説明を受け

た後、実際に仮想の火元に対して消火訓練を行いました。 
（以下、略） 

（本学 Web ページ） 

（本学 Web ページより抜粋）
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 《事例２》ＴＡセミナーにおける安全教育（学報 484 号より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《事例３》非常食の試食会の開催 

  ・「非常食の試食会」について（通知）〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・TAT-SPORTA 活動報告「非常食の試食会について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 月 15 日（水）、小金井、府中の両キャンパスにおいて、大学教育センター主催の TA（ティーチング・ア

シスタント）セミナーが開催され、両会場併せて 340 名のＴＡ学生が参加しました。 

 このセミナーは、TA が教員と一体となって教育にあたることが重要であるとの立場から大学教育センタ

ーが主催し、平成１７年度から行われているものです。本年度も昨年度と同様に「安全教育」の時間を設け、

実験・実習での「危険事例」を紹介し、また、様々なトラブルに対応できるＴＡの養成を目指して、ワーク

ショップ形式も充実させています。 

 当日は、大学教育センター専任教員の調 麻佐志准教授から「TA の業務」と題して、本学の TA 実施要項、

業務内容、学生指導のポイントについて説明が行われ、環境安全管理センターの浜田正人専門職員から「実

験・実習」での事故・災害例を交え「実験者の安全心得」について講義が行われました。最後に、講義の内

容を深めるため、TA に従事する際に遭遇する様々な状況に対して、事例を紹介しながらクイズ形式で考え

させるワークショップも行われました。 

 参加した学生からは、「やることがはっきりしていて良いセミナー 

だと思います」、「ワークショップは難しかったですが、すごく参考に 

なりました」等の意見があったことから、本セミナーの成果が、教員 

とＴＡが一体となった教育改善に生かされることが期待されます。 

（本学Webページ） 

（本学 Web ページより抜粋）
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 《事例４》緊急連絡訓練 

 ・「緊急連絡訓練について」及び「緊急連絡訓練実施結果報告」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京農工大学と地域を結ぶネットワークの構築 

  ・地域防災協力ネットワーク連絡会 議事要旨 〔抜粋〕 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 21-16 回役員会 資料） 

（第 21-8 回環境安全衛生管理委員会 資料）
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（２）マニュアル等の整備 

 ○ 危機管理マニュアル（各種個別マニュアル）の整備状況 

・全体の策定状況： 

「『平成 20 事業年度に係る業務の実績に関する報告書（資料編）』（73 頁）,【添付資料９-１】災

害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理の体制・マニュアル等の整備・運用状況が確認で

きる資料；（２）マニュアル等の整備」のとおり。 

 

 ○ 平成 21 年度に策定・改定された要項・マニュアル 

  ・危機管理マニュアル（各種個別マニュアル）一覧 

    下線が引いてあるものは、平成 21 年度に制定又は改定したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（本学 Web ページより抜粋） 
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・新型インフルエンザ対策マニュアル〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記マニュアルに基づき、休講措置等の対策を実施したほか、本学 Web にて迅速な情報提供を行った。 

 ・（参考）本学 Web ページ「新型インフルエンザについて」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

（中略） 

（以下、略） 

（本学 Web ページ） 
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【添付資料１１-２】研究費の不正使用防止のための体制、ルール等の整備･運用状況が確認できる資料 

（１） 研究費の不正使用防止のためのマニュアル等の整備について 

 ○ マニュアルの策定状況 

  ・「競争的資金等の取扱いに関するマニュアル」 

 →『平成 19 事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務の

実績に関する報告書（資料編）』(90 頁),【添付資料 10-２】研究費の不正使用防止のための体制、

ルールの整備状況;(１)『競争的資金の取扱に関するマニュアル』の策定について｣のとおり。 

 

 

（２） 研究費不正使用の防止等について、学内への周知 

    前年度に引き続き、科学研究費補助金に関する説明会や共生科学技術研究院の教授会において、

研究費の不正防止について学内教職員に説明し、周知徹底した。 

・科学研究費補助金の申請及び使用に関する説明会議事次第〔抜粋〕：平成 21 年 10 月７･８日 
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・「平成 21 年度第１回共生科学技術研究院教授会記録」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

・（参考）「科研費の不正使用防止について」及び「研究者倫理について」〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  ・「東京農工大学における研究推進上の注意事項について」〔抜粋〕 

上記教授会で全教員に配布。『競争的資金等の取扱いに関するマニュアル』の内容を掲載。 

 

  

 

 

 

 

 

（平成 21 年度第１回共生科学技術研究院教授会 説明資料）
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【添付資料１２－４－１】平成 17・18・19・20 年度評価結果で課題として指摘された事項及びそれに

対する平成 21 年度の対処の有無の一覧表 

 

 

【添付資料１２－４－２】年度評価結果について検討し反映した具体的内容及び裏付け資料 

 《指摘事項１》全学的なマニュアルの策定及び危機管理体制の確立 

○ 全学的なマニュアルの整備状況 

・危機管理に関する全学的なマニュアルの整備状況 

→ 本資料編 113-114 頁：【添付資料 11－１】（２）のとおり。 

 

 ○ 全学的・総合的な危機管理体制の確立 

     「環境安全衛生委員会」において、前年度に引続き、本学の環境管理や危機管理について検討

を行った。また、平成 20 年 11 月に設置した「環境安全管理センター」において、環境安全や危

機管理に関する取組を実施した。 

  ・平成 21 年度環境安全衛生委員会議題〔抜粋〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・環境安全管理センターの取組 

   → 本実績報告書 109-112 頁：【添付資料 11－１】（１）のとおり。 

 
評価 

年度 
課題として指摘された又は今後に期待されるとの評価を受けた事項 

平成 21 年度に 

おける対処の有無 

指摘 

事項 

１ 

平成 

17 

年度 

事件・事故対応、薬品管理等に関する全学的なマニュアル

が策定されていないことから、早急な対応が期待される。ま

た、危機管理に関しては、全学的・総合的な危機管理体制の

確立が求められる。 

有 
（実績報告書：中期

計画【188】参照）

指摘 

事項 

２ 

平成 

18 

年度 

年度計画｢平成 17 年度に引き続き、プリメンテナンスに要

する経費について、外部資金のオーバーヘッドの活用を詳細

に検討する｣（実績報告書 24 頁）については、オーバーヘッ

ドの活用が検討されていないことから、年度計画を十分には

実施していないものと認められる。 

有 
（実績報告書：中期

計画【175】参照）

26.東京農工大学
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 《指摘事項２》外部資金のオーバーヘッドを利用したプリメンテナンスの整備について 

平成 21 年度も引き続き、外部資金のオーバーヘッドやレンタルラボのチャージの一部を活用して

プリメンテナンスの整備を行った。 

※「『平成 1９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19 事業年度）に係る業務の実績３
に関する報告書（資料編）』（94 頁）,【添付資料 11-4-２】年度評価結果について検討し反映した具体的
内容及び裏づけ資料；＜指摘事項２＞外部資金のオーバーヘッドを利用したプリメンテナンスの整備に
ついて」参照 

 

・工事・修繕等に係る オーバーヘッドによる「プリメンテナンス」関係支出データ 

 

 
小金井地区における工事・修繕等に係るオーバーヘッドによる「プリメンテナンス」関係支出

平成２１年度（Ｈ２１．４～Ｈ２２．３）の件数と工事費

項　　目 件　　　数 金　　額　　（円） 備　　　考

空調関係 ８７件 8,418,041

給排水関係 ８４件 10,325,776

合　　　計 １７１件 18,743,817

26.東京農工大学
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